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研究成果の概要（和文）：  本研究では、大学生の抑うつ予防に向けて、大規模授業及び学生相談室で実施可能な予防
教育プログラムを開発することを目的とした。プログラム開発のための基礎研究と国内外の学生相談機関における予防
的取り組みに関するレビューを踏まえ、授業及び学生相談の場で実践研究を行った結果、双方のプログラムで参加者に
おける自己効力感が向上しており、プログラムの有効性が示された。一連の研究成果に基づき、予防的学生支援システ
ムの構築に役立つ示唆が得られた。

研究成果の概要（英文）：  The purpose of this study was to develop preventive programs for depression that
 were appropriate for large-scale university classes and student counseling services. We conducted basic r
esearch about the effects of cognitive behavioral skills and reviews of preventive group activities in stu
dent counseling services; then, we conducted two types of psycho-educational programs in a large-scale uni
versity class and a student counseling service setting. The results suggested that both programs were effe
ctive for enhancing self-efficacy for coping with depression among undergraduates. This study could provid
e useful information for developing preventive services systems to improve students' mental health.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
大学生は、抑うつ症状を経験しやすい世代
である。抑うつ症状は、他の心理社会的不適
応とも関連が見られ、将来のうつ病の重要な
リスク要因とされる(Gillham et al., 2000)。
抑うつの有病率の高さを踏まえれば、教育現
場において広く予防教育を提供することが
重要である。 
欧米では、抑うつ予防プログラムの効果検
証が重視されており、効果的なプログラムの
特徴として、(a)認知行動療法に基づく点、(b)
集団形式での実施、(c)心理教育的要素を含む
点等が挙げられている(Cardemil & Barber, 
2001)。また、抑うつのリスク要因の高い学
生を対象とするプログラムも実施されてい
るが、教育現場で広い対象に向けた実施を想
定したものではなく、内容や実施の仕方など
に改善が必要である。 
一方、日本では、大学生の抑うつ予防につ
いては萌芽的段階にあり、教育現場を活用し、
集団形式で実施可能な予防教育に関して理
論的かつ実証的な研究が極めて少ないのが
現状である。 
以上のような問題意識から、申請者らはこ
れまで授業の場で実施可能な抑うつ予防に
関する実践研究を行ってきた(e.g., 及川・坂
本, 2007, 2008)。これまでのプログラムはグ
ループワークを重視するという点で、小・中
規模講義に適している点が特徴であった。し
かしながら、今後、予防教育の機会をより一
層増やすためには、大規模講義での実施や、
早期発見を視野に入れ、学生相談室でも実施
できるような短期のプログラムを開発して
いくことが不可欠である。 
以上を踏まえ、大学生の抑うつを予防する
ため、大規模授業及び学生相談室の双方で実
施できる予防プログラムを開発し、メンタル
ヘルスの向上を目指した予防的学生支援シ
ステムを構築することが重要であると思わ
れる。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、大学生のメンタルヘルスの問
題について、精神疾患の中でも大学生の有病
率が高い抑うつに焦点を当て、大学の授業及
び学生相談室で実施可能な予防教育プログ
ラムを開発し、効果検証を行うことを目的と
する。研究を通して、大学生のメンタルヘル
スの向上のため、予防的学生支援システムの
構築に関する示唆を得る。 
 
３．研究の方法  
(1)プログラム開発のための基礎研究及び情
報収集 
①認知行動的要因に関する質問紙調査 
認知行動的対処方略の効果的活用に関連
する要因や、本研究における心理教育プログ
ラムの主要な効果指標である抑うつ対処の
自己効力感の効果について、質問紙調査によ
り検討を行った。 

 
②プログラム開発のための情報収集 
プログラム内容の選定を行うため、これま
で申請者らが行ってきた小・中規模の授業に
おける実践研究の成果をまとめるとともに、
国内外の学生相談機関における予防的取り
組みや集団形式のプログラムを概観した。そ
の上で、日本で集団形式の予防的プログラム
を実施する際の留意点を検討した。 
 
(2)心理教育プログラムに関する実践研究 
①大規模授業における実践研究 

2校の大学において、受講者 100名以上の
授業の一部を活用し、計 3回の心理教育プロ
グラムを実施した。プログラムの効果を測定
するため、各回の終了時に授業内容に関する
理解度に関する 4 項目(1～5 の 5 段階評定)
について評定を求めた。プログラムの実施前
後には質問紙調査を行い、効果指標として抑
うつ対処の自己効力感(及川・坂本, 2008)の
25項目(1～5の 5段階評定)を測定した。あわ
せて、自動思考やストレス反応、抑うつ等の
指標も測定した。 
②学生相談における実践研究 
調査協力の得られた一大学の学生相談室
において、曜日や時間を固定したグループ・
プログラムの 1つとして実施した。プログラ
ムは、大規模授業用に構成した内容を基に 1
回で終了するものとした。参加者には介入前
後に抑うつ対処の自己効力感の評定を求め
た。加えて、介入後に総合評価(有効性や難易
度、実行可能性等)の評定を求めた(1～10 の
10段階評定)。 
学生相談に関するプログラムについては、
複数の大学の学生相談担当者に調査協力を
依頼し、グループ討論により他大学で実施す
る場合の改善点などを検討してもらった。 
なお、実践研究は東京学芸大学の倫理委員
会の審査を経て実施した。また、質問紙調査
の際には調査趣旨とデータの扱い(統計的に
処理され、個人が特定されることはないこと
等)を説明し、同意が得られた者に協力しても
らった。 
 
４．研究成果 
(1)大規模授業におけるプログラム開発 
①認知行動的要因の効果に関する基礎研究 
 本研究のプログラムで取り上げる主要な
対処方略の1つである気晴らしの効果的活用
を促進する要因を検討するため、対人ストレ
ス場面における気晴らしの活用に関するデ
ータを検討した。 
パス解析の結果、気晴らし時の集中が肯定
的情動を促進し、問題解決行動を促進する可
能性が示唆された。また、自分にとって適切
な気晴らしに関する知識があるほど反すう
の程度が低く、気晴らしの頻度や集中の程度
が高いことが示唆された。 
また、プログラムの効果指標である抑うつ
対処の自己効力感が、日常生活においてどの



ようなプロセスを経て抑うつ低減に至るの
かについて検討するため、縦断調査を行った。
調査は1か月間隔で実施し、1回目の調査(T1)
では抑うつ対処の自己効力感、抑うつを測定
し、2 回目の調査(T2)では期間中の対人スト
レッサーと気晴らし時の集中、抑うつを測定
した。パス解析の結果、抑うつ対処の自己効
力感が気晴らし時の集中を介して抑うつを
低減するプロセスが示された(Figure1)。 
以上の結果から、抑うつ対処の自己効力感
の高さが気晴らしの効果的活用を促進し、抑
うつ低減に役立つことが示され、抑うつ予防
を目的とする介入において、抑うつ対処の自
己効力感にアプローチする有効性が示唆さ
れた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②大規模授業におけるプログラムに関する
実践研究 
 ①の基礎研究やこれまでの申請者らの実
践研究の成果を踏まえ、計 3回のプログラム
を構成した。プログラム内容を選定するにあ
たり、短期間かつ大規模な講義形式でも効果
が見られやすい内容を選定した。具体的には、
客観的・多面的な認知の学習や気晴らし・ス
トレス対処を取り上げた。また、従来の小・
中規模の授業における実践と比べ、授業時間
における講義の比重を増やし、ホームワーク
の代わりに授業内で実施するワークシート
を導入するなどの工夫を行った (Table1)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
作成したプログラムについて、抑うつのリ
スクが高いとされる女子大学生を対象に実
施した。各回終了時の理解度の平均値(標準偏

差)は 3.63(0.97)～4.52(0.68)であり、授業内
容はよく理解されていたと思われる。また、
プログラム実施前後の質問紙調査の結果か
ら、プログラム参加者において抑うつ対処の
自己効力感が向上していること、抑うつ対処
の自己効力感の高さが抑うつ低減に役立つ
ことが示唆された。 
また、異なる大学の大規模授業においても
同様の手続きによる実践研究を行い、プログ
ラムを含む授業を受けていない統制群と介
入群を比較した結果、介入群において抑うつ
対処の自己効力感が向上していることが示
唆された。 
 
(2)学生相談におけるプログラム開発 
①国内外の学生相談機関における予防的活
動に関する展望 
 近年の研究動向に関する学生相談研究の
展望論文や各大学の学生相談紀要等を参照
し、国内の学生相談室における予防的機能を
持つ取り組みに関するレビューを行った結
果、対人関係トレーニングや自己分析、体験
活動など、曜日や時間帯を固定した多様なプ
ログラムが提供されており、学生相談のグル
ープ活動が人間関係を作る居場所としての
機能を持つことが示唆された。  
 海外の学生相談については、英国、米国の
学生相談機関が行っている集団形式のプロ
グラムの概要を展望し、日本の学生相談機関
で精神的不適応の予防を目指した集団形式
のプログラムを導入する際の留意点を検討
した。 

5 つの大学の学生相談機関のホームページ
を基に情報収集した結果、不安の解消やコー
ピングスキルの獲得、抑うつに対処するため
のスキルの学習、自信の獲得など、様々な課
題を扱う集団形式のプログラムが実施され
ていた。また、ワークショップやグループカ
ウンセリング形式のものなど、実施形態や期
間も多様であった。展望に基づき、日本の学
生相談で予防的な集団形式のプログラムを
導入する際には、(a)認知行動療法に基づくこ
と、(b)抑うつまたは不安の予防であること、
(c)学生の偏見を低減し、学生の参加を促進す
る方法を組み込むことが重要であることが
示唆された。 
 
②学生相談におけるプログラムに関する実
践研究 
これまでの申請者らの実践研究の成果及
び上記①の情報収集を基に、調査協力の得ら
れた一大学の学生相談において、試行的なプ
ログラムに関する実践研究を行った。本研究
では認知的対処に焦点を当てた 1回の介入に
関して検討を行った。 
プログラム実施前後の質問紙調査及び実
施後の総合的評価を検討した結果、プログラ
ム参加者において、プログラムが焦点を当て
た認知的対処に関する自己効力感が向上し
たことが示された。参加者数が非常に少なか

Figure1. 自己効力感の抑うつ低減プロセス 
(及川・山蔦・坂本, 2013) 

Table1. 授業用プログラムの概要 

※及川・西河・坂本(2014)を基に作成 



ったため得られた知見は限定的なものであ
るが、参加者のコメントから本プログラムに
対する学生の興味関心やニーズの高さがう
かがわれた。本研究の結果からプログラムの
有効性が示唆されるとともに、参加者数を増
やす広報活動を工夫することが課題と考え
られた。  
 
③複数の大学での実施に向けた調査 
 学生相談用のプログラムについては、今後
複数の大学における実施を視野に入れて内
容の洗練を行うため、学生相談におけるグル
ープワークの実施経験が豊富なカウンセラ
ー複数名に調査協力を依頼した。 
調査では、調査協力者のカウンセラーに上
記の②で実施したプログラムの一部を体験
してもらった上で、調査協力者が所属する大
学等、他大学での実施を想定した場合の改善
点についてグループ討論を行った。 
グループ討論の結果、(a)専門用語の用い方
や用語の統一、(b)実施回数と介入内容のバラ
ンス、(c)参加学生の状態やニーズに応じた導
入時の配慮や動機づけ、(d)実施後のフォロー
体制など、今後学生相談におけるプログラム
を改良、運営していく上で非常に有益な示唆
が得られた。 
  
一連の研究を通して、大規模授業及び学生
相談で実施可能な心理教育プログラムを開
発した。申請者らのこれまでの小・中規模の
授業における実践研究の成果を合わせれば、
授業による一次予防と学生相談における二
次予防を視野に入れた予防的学生支援シス
テムの構築が可能になると思われる。 
今後、大学における抑うつの予防教育をさ
らに普及させるためには、導入可能な授業科
目の拡大やプログラム実施者に向けた効果
的な教材開発、学生相談における広報活動な
ど、予防教育プログラムに興味を持った学生
や教職員がアクセスしやすい環境を整備す
ることが課題である。 
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